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研究成果の概要（和文）：自治体監査に関する法的研究（英国法を中心に） 

近年、自治体財政が悪化し、住民による監視の機運の高まるなか、わが国の自治体監査に関

する法制度も重要な変革期を迎えています。この研究は、自治体監査に関する法を、監査機

関の組織に関する法、監査の手続に関する法、監査判断の基準たる実体的なルールに関する法

の各領域から構成されると考えます。そして、自治体監査法の研究が進んでいる英国法を研究

するとともに、これと対比して日本法の特徴の整理を試みるものです。 
 
研究成果の概要（英文）：Local Government Audit Law, especially U.K. 

While finance of local government deteriorates and the residents tighten the 
scrutiny in recent years, our country’s legal system on audit of local government 
has also entered a phase of important revolutionary era. In this research, I 
consider the local government audit law is composed from each of the following 
three different domains: the law for the organization responsible of audit system, 
the law for the procedures of audit, and the law concerning substantive law which 
is a criteria for audit judgment. And through researching of well-advanced U.K. local 
government audit law, my attempt is to organize the feature of Japanese local government 
audit law as contrasted with U.K. 
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１．研究開始当初の背景 
 
近年、自治体財政が悪化し、住民によるその

監視の機運が高まるなか、また、地方分権の

推進に伴って自治体自らのチェック機能をさ

らに充実させる必要性が高まるなか、平成９



年には改正地方自治法により外部監査制度が

導入され、平成 14 年には改正地方自治法に

よって住民訴訟（とりわけ 4 号請求）および

住民監査請求における改正がなされるなど、

自治体監査に関する法制度は重要な変革期を

迎えています。 
これに対し、自治体監査に関する法的研究（以

下、「本研究」という）は、広くは行政法に属

し、具体的には財政法（その中でも特に財政

統制法）に属する公法学上の研究であるとい

えますが、これまでは必ずしも大きな関心が

寄せられてはおらず、体系的研究にいたるに

はなお一層の研究の蓄積を必要としている状

況にあります。 
私はこの領域に関する法を「自治体監査法」

と観念し、「監査組織法」、「監査手続法」、及

び「監査実体法」等から構成される公法学上

の法領域であると考えます。 
わが国の公法学においては、「自治体監査法」

という語は必ずしも一般的に用いられてはい

ませんが、私が注目している英国法において

は、示唆に富む特徴的な法制度と重要な判例

の蓄積があるほか、Reginald Jones による

優れた研究書  Local Government Audit 
Law 2ed. (London:HMSO,1985)が発表され

るなど、すでに相当の体系的研究が進んでい

ます（英国自治体監査についての日本国内の

研究は、行政学や経済学においては相当程度

の先行研究がありますが、法学的研究は極め

て小数かつ個別的なものに留まっているとい

えます）。 
本研究は、英国自治体監査法の体系的かつ本

質的な研究をし、これに照らしてわが国の自

治体監査法の体系的研究の基礎を築こうとす

るものです。 
 
２．研究の目的 
 

まず、自治体監査法について私がこれまで

に発表した論文は、「地方公共団体の外部監査

制度の問題点と将来展望－英国外部監査制度

との比較を手掛かりとして-」本郷法政紀要第 8

号（東京大学、1999 年）と、「住民請求監査法に

関する若干の考察」日本財政法学会編『財政法

講座第 3 巻 地方財政の変貌と法』（勁草書房、

2005 年）の二つです。前者は、主に「監査組織

法」に係る研究であり、平成 9 年改正地方自治

法によって導入されたわが国の外部監査制度に

ついて、外部監査人の独立性の観点から、英国

法と比較しつつ考察したものです。後者は、「監

査手続法」に係る研究で、わが国の住民監査請

求制度についての解釈論を展開したものです

（英国法については触れていません）。 

本研究の目的は次のとおりです。第一に、英

国法のうち、上記の前者の論文において掘り

下げていない「監査手続法」（1982 年地方財

政法及び 1998 年監査委員会法の下の監査法

制が対象となります）と「監査実体法」の研

究を進めることによって、英国自治体監査法

の特徴を体系的に分析し、さらにその特徴的

な監査法制の起源を探ることによって（具体

的には、1601 年改正救貧法下の治安判事によ

る監査の誕生と、1834 年改正救貧法による職

業的監査人による監査への展開が重要と考え

ます）、英国自治体監査の本質的理解を得るこ

とです。 
第二に、2000 年の英国地方自治法の改正によ

って、長い歴史を有する監査人の追徴監査権

限の廃止等の大改正が監査手続法の分野にみ

られるほか、制定法上の産物である自治体に

一般的権限が付与されるなど、自治体法制の

ものにも大きな改正がなされていることを踏

まえ、改正後の判例を素材に、この大改正の

意義を検証することです。 
第三に、本質的かつ体系的な英国自治体監査

法の分析を前提に、わが国自治体監査法との

比較法的研究を行うことです。大陸法の流れ

を汲む日本法と英米法とは本質において異な

る部分があるため、すべての論点についてで

はなく、有益な考察が可能と考えられる論点

が対象となります。 
 
 
３．研究の方法 
 
自治体監査法の研究は先行研究の少ない法領

域であるため資料収集などの面で多少の困難

がありました。しかし、過去の準備的研究活

動によって得られた核となる資料を基礎にし

て、そこから派生的に有益な文献等に当たる

方法によりました。また、これらの核となる

資料を熟読し、内容を熟考することが大切で

あることはもちろんですが、英国自治体監査

法の本質的考察のため、19 世紀から 20 世紀

半ばにかけての救貧法その他の法制度に関す

る古い資料の収集に注力する必要があると考

え、若干の古書を取得し、必要個所を熟考し

ました。加えて、膨大な監査訴訟の判例を的

確に収集するために、判例集に丁寧に目を通

すほか、「LexisNexis」社の判例情報検索等

によって補強しました。 
 以上のような資料による研究活動に加え、

平成 21 年 12 月には英国（ロンドン）に渡航

し、監査委員会、そして Ealing London 
Borough Council v. The Audit Commission 
for Local Authorities and the National 



Health Service in England and Wales, 
[2005]EWHC195の事件の当事者であるイー

リング・カウンシルなどを訪問し、ヒアリン

グ等を実施しました。 
研究計画を遂行するための研究体制について

は、基本的に私の単独研究となりました。 
 
４．研究成果 
 

研究成果については、第一に、「自治体監査

法」という法領域の体系化について一定の道

筋を考えることができたことにあると考えま

す。これまでわが国の自治体監査に関する研

究は、個別の論点にとどまるか、若しくは、

住民訴訟法における監査請求前置の問題、自

治体の執行機関の一つとしての監査委員の問

題など、他の論点に附随して断片的に登場す

るにすぎないものでしたが、本研究では、自

治体監査に関する法問題の体系的化の基礎の

一つとなるもので、学術的な特色・価値があ

ると考えます。 
第二に、英国法の監査手続法における特徴

の解明と、それが日本法へ与える示唆を検討

することができたと考えており、この点は、

極めて独創的であると考えます。すなわち、

①の冒頭で述べた地方自治法の二つの改正

（平成 9 年は外部監査制度の創設、平成 14
年は住民訴訟等の改正）には目に見えない接

点がると思われます。すなわち、わが国の自

治体監査と住民訴訟は共に自治体財務の適正

確保を目的としているにも関わらず、前者は

機能強化が課題であり、後者は適正確保（濫

訴の防止）が課題であるという、両者の対蹠

的関係です。この点、両者の連結環である住

民監査請求は、住民訴訟の訴訟要件となるも

のの、監査主体（監査委員）は、監査上の法

律関係において訴訟当事者となることはなく、

いわんや他の主体的職権監査においては、監

査主体と監査客体（他の執行機関等）との間

の紛争は、機関訴訟となり不適法となります。

このことが上記のアンバランスを生じる一因

であるように思えるのです。 
これに対して英国法は、日本法類似の監査

請求前置主義が採られ（米国法にはないとさ

れる）、かつ、監査主体が監査上の法律関係に

おいて訴訟当事者となる訴訟類型が法定され

ており、日本法と異なります。やや具体的に

は、第一に、監査結果に対して、住民（選挙

人）は、不服申立てを要件として裁判所に上

訴することができますが、これは、わが国の

住民訴訟に相当するものの、訴訟物は自治体

の財務会計行為それ自体ではなく、監査人の

意思たる監査結果であり、監査人が被告とな

ります。第二に、監査人の主体的職権監査に

おいても、単に監査結果を公表するに留まら

ず、当該監査結果の実効性を確保するために、

宣言判決を求めて裁判所に出訴することがで

きます。第三に、監査人は、主体的職権監査

として、会計未計上及び故意の違背行為に対

しては、責任を有する者に追徴金を課す義務

を負い（一種の賠償命令）、また、違法支出等

に対しては事前の禁止命令を発することがで

き、他方、これを不服とする自治体若しくは

その議員及び公吏等は、それらの破棄を求め

て裁判所に上訴することができます。 
私は、この一群を「監査訴訟」と認識し、

日本法と相違する英国法の重要な特徴であろ

うという結論にいたりました（なおこれらは

2000 年改正前の法制です）。 
こうした特徴的な英国自治体監査手続法の

研究は、わが国の自治体監査法・住民訴訟法

と対比して、学術的に極めて重要な特色を有

し、独創的なものであると考えます。また、

前述した自治体監査と住民訴訟の対蹠的関係

に悩むわが国の法制度に与える学術的価値は

極めて大きいものと考えます。 
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